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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　トナーを軟化させる定着液を、記録媒体に担持された未定着トナーに付着させることに
より定着する定着装置において、
　前記定着液を噴霧する噴霧器と、
　前記定着液を帯電させる定着液帯電手段と、
　前記記録媒体に対して未定着トナーを担持する面側に位置する第一の電極と、
　前記記録媒体に対して未定着トナーを担持する面と反対の面側に位置する第二の電極と
、
　前記定着液帯電手段により帯電した前記定着液が、前記第二の電極側へ移動するように
、前記第一の電極と前記第二の電極との間に電界を発生させる電圧印加手段と、を備え、
　前記第一の電極が回転することを特徴とする定着装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の定着装置において、
　前記電圧印加手段は、前記第二の電極の極性と前記定着液帯電手段により帯電した前記
定着液の極性とが逆の極性となるように、前記第二の電極に電圧を印加することを特徴と
する定着装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の定着装置において、
　前記第一の電極は接地されることを特徴とする定着装置。
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【請求項４】
　請求項１に記載の定着装置において、
　前記電圧印加手段は、前記第一の電極の極性と前記第二の電極の極性とが逆の極性とな
るように、前記第一の電極及び前記第二の電極に電圧を印加することを特徴とする定着装
置。
【請求項５】
　請求項１に記載の定着装置において、
　前記電圧印加手段は、前記第二の電極の極性と前記定着液帯電手段により帯電した前記
定着液の極性とが同一の極性となるように、前記第二の電極に電圧を印加することを特徴
とする定着装置。
【請求項６】
　請求項５に記載の定着装置において、
　前記同一の極性がプラスの極性である場合には、
　前記電圧印加手段が、前記第一の電極に対して、前記第二の電極の電位よりも高い電位
となるように電圧を印加することを特徴とする定着装置。
【請求項７】
　請求項５に記載の定着装置において、
　前記同一の極性がマイナスの極性である場合には、
　前記電圧印加手段が、前記第一の電極に対して、前記第二の電極の電位よりも低い電位
となるように電圧を印加することを特徴とする定着装置。
【請求項８】
　請求項１に記載の定着装置において、
　前記電圧印加手段は、前記第一の電極の極性と前記定着液帯電手段により帯電した前記
定着液の極性とが同一の極性となるように、前記第一の電極に電圧を印加すると共に、
　前記第二の電極が接地されることを特徴とする定着装置。
【請求項９】
　請求項1乃至８のいずれかに記載の定着装置において、
　前記記録媒体を搬送する搬送部材を備え、前記記録媒体が前記搬送部材に静電吸着され
て前記第一の電極と前記第二の電極との間を通過することを特徴とする定着装置。
【請求項１０】
　請求項９に記載の定着装置において、
　前記搬送部材が前記第二の電極を兼ねることを特徴とする定着装置。
【請求項１１】
　請求項１乃至１０のいずれかに記載の定着装置において、
　前記第一の電極が、中空の網状部材であることを特徴とする定着装置。
【請求項１２】
　請求項１乃至１１のいずれかに記載の定着装置において、
　前記噴霧器から噴霧する前に、前記定着液帯電手段により前記定着液を帯電させること
を特徴とする定着装置。
【請求項１３】
　請求項１乃至１２のいずれかに記載の定着装置において、
　前記第一の電極が、前記記録媒体を定着装置外部へと搬送する方向に回転することを特
徴とする定着装置。
【請求項１４】
　請求項１乃至１３のいずれかに記載の定着装置を備えたことを特徴とする画像形成装置
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、定着液を用いてトナー像を記録媒体上に定着させて画像を定着させる定着装



(3) JP 5065181 B2 2012.10.31

10

20

30

40

50

置及び該定着装置を用いた画像形成装置として、例えば複写機、複合機、プリンタ、ファ
クシミリ等に関するものであり、特に、定着液と記録媒体に担持された未定着トナーとを
効率よく付着させる構成に関する。
【背景技術】
【０００２】
　現在、複写機やプリンタ、ファクシミリ等記録紙上に画像を形成する装置は多くあり、
その中でも主流なのがトナーを使用した、いわゆる電子写真方式で、普通紙で高速に、高
密度にまた最近ではカラー画像も手軽に作成できる事からオフィス等に広く普及している
。この電子写真方式ではほとんど熱を利用した定着方式を採用している。これはハロゲン
ヒーターやセラミックヒータ等の発熱体でローラやフィルム等を熱し、未定着トナーが乗
った記録紙を加圧ローラで挟んで加熱・加圧してトナーを溶融、変形させ、記録紙の繊維
中にアンカリングする事で定着させるものである。
【０００３】
　この方式は画像の均一性及び機器の安定性に優れている等の理由のため広く普及してい
るが、一方でエネルギーを使いすぎる欠点がある。この点に関し、古くから定着方式には
熱方式と蒸気定着方式が考えられていた（例えば、特許文献１参照。）。
【０００４】
　蒸気定着法式とはトナーを溶かす溶媒蒸気中に未定着トナーが乗った記録紙を挿入する
ことにより、記録紙上の未定着トナーが膨潤または溶解し、記録紙に定着する方式である
。確かにこの方式は熱方式に比べてエネルギーの消費は少ないが、トナーを溶かす溶媒と
しての液に臭気があったり、人体に害を及ぼしたりする懸念があり、広く普及しなかった
。
【０００５】
　しかし近来、無臭・無害でトナーを膨潤・溶解させ定着可能な液が開発されてきた事で
、再び液による定着方式が見直されてきており、未定着トナーを担持した記録媒体上に、
無臭・無害でトナーを膨潤または溶解させる液を供給する手段が多く開示されている。
【０００６】
　例えば、トナーを溶解または膨潤可能で、水に不溶または難溶な有機化合物が、水に分
散混合された水中油滴型の定着剤を、未定着のトナーが所定位置に配設された被定着物の
表面から噴霧または滴下してトナーを溶解または膨潤させたのち、被定着物を乾燥させる
トナーの湿式定着方法が開示されている（例えば、特許文献２参照。）。
【０００７】
　しかしこの定着方法では、噴霧または滴下された定着剤の液滴の径や、定着剤の液滴と
トナーが衝突する速度の関係（運動エネルギー）により、静電的に記録紙に貼りついてい
るだけのトナーを動かし、画像不良が発生する可能性がある。
【０００８】
　それに対して静電的な力を利用した定着装置が開示されている（例えば、特許文献３、
特許文献４。）。該定着装置は、トナーとは逆の極性に定着液を帯電させ、トナーとのク
ーロン力によって付着させる構成であるため、トナー像と定着液とが衝突する速度を上記
定着方法に比べて遅くすることができる。その結果、運動エネルギーを抑制できるため、
トナー像を動かすことによる画像不良を引き起こすおそれが低減される。
【特許文献１】特公昭４０－１０８６７号公報
【特許文献２】特許第３２９０５１３号公報
【特許文献３】特開２００６－１６３０８３号公報
【特許文献４】特開２００７－１２１４４８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかし上記特許文献３や特許文献４に記載された構成によると、ファンを用いて定着液
の液滴を開口部へと移動させ、その開口部から定着液の液滴をトナーへと付着させるもの
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であるため、開口部においては、トナー像担持面に近接している定着液の液滴に比べてト
ナー像担持面から離れた位置にある定着液の液滴は、クーロン力の作用よりもファンによ
る空気流に支配されやすく、定着液の液滴を効率良くトナー像へ付着させることができな
い。
【００１０】
　本発明は以上の課題に鑑みてなされたものであり、トナーを軟化、溶融させる定着液と
記録媒体に担持された未定着トナーとの付着効率を向上させると共に、画像不良を防止す
ること目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　請求項１に記載の発明は、トナーを軟化させる定着液を、記録媒体に担持された未定着
トナーに付着させることにより定着する定着装置において、前記定着液を噴霧する噴霧器
と、前記定着液を帯電させる定着液帯電手段と、前記記録媒体に対して未定着トナーを担
持する面側に位置する第一の電極と、前記記録媒体に対して未定着トナーを担持する面と
反対の面側に位置する第二の電極と、前記定着液帯電手段により帯電した前記定着液が、
前記第二の電極側へ移動するように、前記第一の電極と前記第二の電極との間に電界を発
生させる電圧印加手段とを備え、前記第一の電極が回転することを特徴とする定着装置で
ある。
【００１２】
請求項２に記載の発明は、請求項１に記載の定着装置において、前記電圧印加手段は、前
記第二の電極の極性と前記定着液帯電手段により帯電した前記定着液の極性とが逆の極性
となるように、前記第二の電極に電圧を印加することを特徴とする定着装置である。
【００１３】
　請求項３に記載の発明は、請求項２に記載の定着装置において、前記第一の電極は接地
されることを特徴とする定着装置である。
【００１４】
　請求項４に記載の発明は、請求項１に記載の定着装置において、前記電圧印加手段は、
前記第一の電極の極性と前記第二の電極の極性とが逆の極性となるように、前記第一の電
極及び前記第二の電極に電圧を印加することを特徴とする定着装置である。
【００１５】
　請求項５に記載の発明は、請求項１に記載の定着装置において、前記電圧印加手段は、
前記第二の電極の極性と前記定着液帯電手段により帯電した前記定着液の極性とが同一の
極性となるように、前記第二の電極に電圧を印加することを特徴とする定着装置である。
【００１６】
　請求項６に記載の発明は、請求項５に記載の定着装置において、前記同一の極性がプラ
スの極性である場合には、前記電圧印加手段が、前記第一の電極に対して、前記第二の電
極の電位よりも高い電位となるように電圧を印加することを特徴とする定着装置である。
【００１７】
　請求項７に記載の発明は、請求項５に記載の定着装置において、前記同一の極性がマイ
ナスの極性である場合には、前記電圧印加手段が、前記第一の電極に対して、前記第二の
電極の電位よりも低い電位となるように電圧を印加することを特徴とする定着装置である
。
【００１８】
　請求項８に記載の発明は、請求項１に記載の定着装置において、前記電圧印加手段は、
前記第一の電極の極性と前記定着液帯電手段により帯電した前記定着液の極性とが同一の
極性となるように、前記第一の電極に電圧を印加すると共に、前記第二の電極が接地され
ることを特徴とする定着装置である。
【００１９】
　請求項９に記載の発明は、請求項1乃至８のいずれかに記載の定着装置において、前記
記録媒体を搬送する搬送部材を備え、前記記録媒体が前記搬送部材に静電吸着されて前記
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第一の電極と前記第二の電極との間を通過することを特徴とする定着装置である。
【００２０】
　請求項１０に記載の発明は、請求項９に記載の定着装置において、前記搬送部材が前記
第二の電極を兼ねることを特徴とする定着装置である。
【００２１】
　請求項１１に記載の発明は、請求項１乃至１０のいずれかに記載の定着装置において、
前記第一の電極が、中空の網状部材であることを特徴とする定着装置である。
【００２２】
　請求項１２に記載の発明は、請求項１乃至１１のいずれかに記載の定着装置において、
前記噴霧器から噴霧する前に、前記定着液帯電手段により前記定着液を帯電させることを
特徴とする定着装置である。
【００２３】
　請求項１３に記載の発明は、請求項１乃至１２のいずれかに記載の定着装置において、
前記第一の電極が、前記記録媒体を定着装置外部へと搬送する方向に回転することを特徴
とする定着装置である。
【００２４】
　請求項１４に記載の発明は、請求項１乃至１３のいずれかに記載の定着装置を備えたこ
とを特徴とする画像形成装置である。
【発明の効果】
【００２５】
　請求項１から１０に記載された発明によると、記録媒体に対して未定着トナーを担持す
る面側に位置する第一の電極を回転させることにより回転方向に空気流を発生させ、記録
媒体に対して未定着トナーを担持する面と反対側に位置する第二の電極との間に定着液の
液滴を効率よく誘導することが可能となる。また、前記第一の電極と前記第二の電極との
間に発生する電界の作用により、誘導された定着液の液滴は前記第二電極側へと移動する
ため、記録媒体に担持された未定着トナーと付着効率が向上すると共に、画像不良が起こ
る可能性を低減させることができる。
【００２６】
　請求項１１に記載された発明によると、請求項１から１０に記載された発明の作用効果
に加えて、記録媒体に対して未定着トナーを担持する面側に位置する第一の電極を中空の
網状部材を有する電極とすることにより、請求項１から１０に記載された発明に比べて前
記第一の電極と前記第二の電極との間の空気抵抗を低減させることが可能なる。そのため
、前記第一の電極の中空部に定着液の液滴が入り込み、前記第二の電極に近い位置にとど
めることができるため、請求項１から８に記載された発明に比べて定着液の液滴と記録媒
体に担持された未定着トナーとの付着効率を一層向上させると共に、画像不良を引き起こ
す可能性を低減させることができる。
【００２７】
　請求項１２に記載された発明によると、噴霧する前に定着液を帯電させることで定着装
置の構成が簡素化でき、確実に定着液の液滴を帯電させることが可能となる。
【００２８】
　請求項１３に記載された発明によると、前記記録媒体を定着装置の外部へと搬送するガ
イド部材としても機能するため、記録媒体が定着部でジャムする可能性を低減することが
できる。
【００２９】
　請求項１４に記載された発明によると、非加熱による省エネ効果が大きく、その上、画
像不良の発生を防止する画像形成装置を提供することが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３０】
　以下、本発明を画像形成装置である複写機に適用した場合の実施形態について説明する
。
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【実施例１】
【００３１】
　図１は本発明の一つの実施例である画像形成装置の画像形成部１と定着部２を示したも
のである。
【００３２】
　はじめに画像形成部１について説明する。図２は、図1ののうち像担持体まわりの構成
の詳細を示したものである。潜像担持体としての感光体１４のまわりに帯電器１５、現像
装置１６、転写装置１７、クリーニング装置１８、除電ランプ１９が備えられており、感
光体１４は図示しない駆動モータ等の駆動手段により複写時には一定速度で矢印Ａの方向
に回転駆動される。そして帯電器１５により感光体が一様にマイナス帯電された後に、図
示しない露光装置２０により照明及び結像光学系を介して原稿光像が感光体上に形成され
、該静電潜像が感光体１４の外周表面上に担持される。その後、感光体の回転により感光
体上に担持された該静電潜像は現像装置１６へと到達し、現像装置１６において現像スリ
ーブ２１上のプラスに帯電されたキャリア２２に付着しているマイナスに帯電されたトナ
ーが感光体１４へと現像される。該静電潜像に現像されたトナー像はその後に転写装置１
７に運ばれ、感光体１４の外周表面上に担持されたトナー像が、搬送ベルト４により搬送
されてきた記録媒体３に転写される。その後に未定着トナーを担持した記録媒体３が定着
装置２へと搬送される。尚、感光体１４が転写装置１７を通過した後は、クリーニング装
置１８により外周表面上に残留したトナーが除去され、次いで除電器１９により感光体１
４上の電荷が完全に除去される。その後はこの動作を繰り返すことにより画像形成が行わ
れる。
【００３３】
　ここで図１は、トナーの色Ｂｋ、Ｃ、Ｍ、Ｙごとに感光体１４Ｂｋ、１４Ｃ、１４Ｍ、
１４Ｙを備えたタンデム方式を採用した複写機を記載しているが、本発明はこの方式に限
られるものではなく、ワンドラム方式についても適用可能である。また、図１は感光体か
ら記録媒体へと直接転写する方式だが、これについても直接転写に限られるものではなく
中間転写体を用いた構成を採用することも可能である。
【００３４】
　次に定着装置について図１及び図３を用いて詳細に説明する。定着装置２は、案内ロー
ラ６と電極７、噴霧箱２８内に定着液の液滴を噴霧する噴霧器８と、噴霧された液適を帯
電させるためのイオナイザ１２により構成されている。
【００３５】
　噴霧箱２８は、定着液１０を定着装置２の外部へ放出することを防ぐものである。従っ
て噴霧箱２８の形状は、噴霧された定着液を定着装置内に内包し、定着液が定着装置外の
画像形成装置内に浮遊することを防ぐことができるような構成であれば良く、図１に記載
された箱型形状に限られず、採用する定着装置の構成によって適宜決定されるものである
。また、噴霧箱２８の素材は、定着液１０と化学反応を起こさないような素材であればよ
く、利用する定着液の特性によって適当な材料を用いることができる。
【００３６】
　噴霧器８は、発振子９と定着液１０及び空気流を発生させるポンプ１１から構成される
。発振子９は噴霧器８に保持される定着液１０内に設置されており、発振子９に特定の高
周波数の交番電流を印加すると、定着液１０と共振する。その結果、定着液１０の表面に
微小な液滴１０ａが生成される。次にポンプ１１は、発振子９の作用により生成され、定
着液１０の表面に停滞する定着液の微小な液滴１０ａを、空気流を発生させることにより
噴霧箱２８内に搬送するものである。なお、本実施例では発振子９に１３０ｋＨｚ（キロ
ヘルツ）以上の高周波数の交番電流を印加し、径が１６μｍ（マイクロメートル）以下と
なるようにしている。定着液の微小な液滴１０ａ（以下、単に「定着液の液滴１０ａ」と
記載する）を１６μｍ（マイクロメートル）以下の径とすることにより、未定着トナーを
記録媒体３に定着させるための定着液１０の必要量を低減させることが可能となる。なお
、発振子９に印加する交番電流の周波数と、生成される定着液の液滴１０ａの径との関係
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は、定着液１０の液体の密度と定着液１０の表面張力をもとに式１から導き出したもので
ある。
【００３７】
【数１】

【００３８】
　イオナイザ１２は、定着液を帯電させる手段としてマイナスの空気イオンを生成する装
置である。噴霧器８から噴霧箱２８内に噴霧された定着液の液滴１０ａは、イオナイザ１
２により生成されたマイナスの空気イオンと混ぜ合わされ、マイナスに帯電される。これ
により、マイナスに帯電された定着液の液滴１０ａを噴霧箱２８内に浮遊させる。
【００３９】
　案内ローラ６は、通過する記録媒体３に対して未定着トナーを担持する面側に位置する
電極であって、回転することによりローラ表層に空気流を発生させるものである。また案
内ローラ６は電極として用いられ、下記に説明する電極７との間で定着液の液滴１０ａが
電極7側へと移動するような電界を発生させるために電圧が印加、若しくは接地される。
本実施例は案内ローラが接地させたものである。従って、案内ローラ６の材質については
定着液１０と化学反応することがない材料であって、金属等の導電体であれば良く、使用
する定着液の種類によって適宜選択することが可能である。また、本実施例では記録媒体
３に対して未定着トナーを担持する面側に位置する電極として案内ローラ６を使用したも
のを示しているが、これに限定されるものではなく、テンションローラに掛けまわされて
回転する無端状のベルトや、板状の回転体を用いる構成とすることも可能である。但し、
電極として常に一定の効果を達成するためには、回転しても対向する電極７との間で電界
の状態が変化しない本実施例のようなローラやベルトなどを用いることが望ましい。回転
することによって電界の強さが変化し、記録媒体３に担持された未定着トナーに付着する
定着液の液滴１０ａの量が一定とならずに、定着ムラを起こす可能性があるからである。
さらに、本実施例のようにローラを用いる構成を採用した場合には、図３に示す中空構造
のものであっても、中実の電極を用いることも可能である。
【００４０】
　電極７は板状の電極であり、通過する記録媒体３に対して未定着トナーを担持する面と
反対の面側に配置される。電極７も案内ローラ６と同様に、案内ローラ６との間で定着液
の液滴１０ａが電極7側へと移動するような電界を発生させるために電圧が印加、若しく
は接地される。本実施例は電圧印加手段として例えばＤＣ電源２５から、プラスの電圧が
印加されている。また、電極７についても案内ローラ６と同様、金属等の導電体であれば
よく、具体的には鉄や銅などを用いることが可能である。さらに本実施例では板状の電極
を用いているが、この形状に限られるものではなく、記録媒体３に対して未定着トナーを
担持する面と反対の面側に位置する電極として種々の形状を採用することが可能である。
例えば、案内ローラ６と同様にローラ等の回転体を用いた電極とすることも可能である。
電極７をローラ形状の電極とした場合には、搬送ローラとしても併用でき、上記搬送ベル
ト４が不要となるため、定着装置の構成をより簡易にすることができる。
【００４１】
　ＤＣ電源２５は、定着液の液滴１０ａが電極７側へと移動するように案内ローラ６と電
極７との間に電界を発生させる電圧印加手段として用いたものである。本実施例では電極
７のみにプラスの電圧が印加され、案内ローラ６は接地されているため、案内ローラ６と
電極７との間に電位差が生じ、電極7から案内ローラ6へと向かう電界が発生する。従って
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、マイナスに帯電した定着液の液滴１０ａが案内ローラ６と電極７との間に入り込むと、
電界から力を受けて電極７側に移動する。なお、電圧印加手段は定着液の液滴１０ａが電
極７側へと移動するように案内ローラ6と電極7との間に電界を発生させるものであれば良
いため、電圧を印加する電極については本実施例に限られるものではない。すなわち、定
着液の液滴１０ａの帯電極性等によって、案内ローラ６のみに電圧を印加する場合も、案
内ローラ６及び電極７に電圧を印加する場合も考えられる。また、電圧印加手段としては
ＤＣ電源に限られるものではなく、電気二重層コンデンサや二次電池等の蓄電装置を電源
として用いることも可能である。
【００４２】
　次に、定着装置２での定着動作について説明する。図３は定着装置２についての詳細を
示した図である。転写装置１７によってトナー像が転写された記録媒体３は、搬送ベルト
により定着装置２の噴霧箱２８内に搬送される。噴霧箱２８の内部には上記噴霧器８から
噴霧され、さらに上記イオナイザ１２によってマイナスに帯電された定着液の液滴１０ａ
が浮遊しているため、案内ローラ６の表面近傍に位置する定着液の液滴１０ａが、案内ロ
ーラ６の回転により発生するローラ表層の空気流の作用により、電極７との間に誘導され
る。電極７と案内ローラ６との間には電界が発生しているため、誘導されたマイナスに帯
電した定着液の液滴１０ａは、接地された案内ローラ６とプラスに印加された電極７との
間に発生している電界の作用を受けて、電極７側に移動する。その結果、電極間を通過す
る記録媒体３に担持された未定着トナーと強く密着し、未定着トナーを膨潤または溶解さ
せると共に、トナーが記録媒体３に定着される。
【００４３】
　ここで電極７及び案内ローラ６、定着液帯電手段としてのイオナイザ１２により生成さ
れた空気イオンと混ぜ合わされて帯電する定着液の液滴１０ａの極性の関係について説明
する。
【００４４】
　本実施例は案内ローラ６が接地され、電極７にはプラスの電圧が印加されている。従っ
て、案内ローラ６と電極７との間には電極７から案内ローラ6へと向かう電界が発生して
いる。従ってマイナスに帯電した定着液の液滴１０ａは電界内で電極７側へと力を受ける
ため、通過する記録媒体３に担持された未定着トナーに効率よく付着する。
【００４５】
　すなわち、電極７や案内ローラ６、定着液の液滴１０ａの極性（イオナイザ１２により
生成される空気イオンの極性）は、定着液の液滴１０ａが案内ローラ６と電極７との間で
発生している電界の作用を受けて、記録媒体３に対して未定着トナーを担持する面と反対
側に配置された電極７側へと移動し、通過する記録媒体３に担持された未定着トナーへと
付着するような構成であれば良く、本実施例に示した構成に限られるものではない。逆に
、電界から受ける力によって、電極７側に移動せずに、案内ローラ６側へと移動するよう
な極性の関係では本発明の作用効果を得ることができないため、そのような構成は適用す
ることができない。なお、定着液を帯電させない場合は、定着液の液滴１０ａが電界内で
電界から力を受けないため、定着液の液滴１０ａの極性はプラスとマイナスのいずれか一
方の極性とすることが必要である。
【００４６】
　はじめに、電極７と定着液の液滴１０ａとの極性の関係について説明する。本実施例で
は電極７にプラスの電圧を印加すると共に、定着液の液滴１０ａをマイナスに帯電させて
いるが、電極７と定着液の液滴１０ａとは定着液の液滴１０ａが電極７と案内ローラ６と
の間に発生する電界の力を受けて、電極７側へと移動する構成であればよく、電極７の極
性と定着液の液滴１０ａの極性とが必ずしも逆の極性である必要はない。つまり、同一の
極性や電極７が接地されている場合であっても、定着液の液滴１０ａが電極７と案内ロー
ラ６との間に発生する電界から力を受けて、電極７側へと移動する構成とすることが可能
である。但し、電極７の極性と定着液の液滴１０ａの極性とを逆の極性とした場合には、
案内ローラ６と電極７との間に誘導されなかった定着液の液滴１０ａであっても、電極７
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の付近に浮遊する定着液の液滴１０ａには電極7との間で引き合うクーロン力が発生する
ため、電極７側へと移動させることが可能となる。これにより、電極７の極性と定着液の
液滴１０ａの極性とを逆の極性としない場合に比べて、記録媒体３に担持された未定着ト
ナーとの付着効率を向上させることができるため、逆の極性とすることが望ましい。なお
、電極７に印加する電圧は、記録媒体に担持された未定着トナーの極性とは逆の極性の電
圧を印加することが望ましい。なぜならば、記録媒体３に静電的に付着しているだけの未
定着トナーと電極７とがクーロン力によって引き合うためである。これによりトナー像が
外力等によって動かされ、または飛び散ってしまうおそれを低減できる。また、記録媒体
３を搬送ベルト４に静電吸着させて搬送することが可能となるため、記録媒体３が定着装
置２内でジャムする可能性についても低減できる。
【００４７】
　電極７と定着液の液滴１０ａとが同一の極性の場合についても説明する。この場合には
案内ローラ６の極性についても電極７及び定着液の液滴１０ａと同一の極性とすることが
必要である。なぜならば、案内ローラ６の極性を電極７及び定着液の液滴１０ａの極性と
逆の極性とした場合には、定着液の液滴１０ａが電極７と案内ローラ６との間で、案内ロ
ーラ６側に移動する力を電界から受けてしまうためである。従って、電極７及び定着液の
液滴１０ａの極性がプラスの場合には、案内ローラ６にもＤＣ電源からプラスの電圧を印
加することが必要であり、電極７及び定着液の液滴１０ａの極性がマイナスの場合には、
案内ローラ６にもＤＣ電源からマイナスの電圧を印加することを要する。
【００４８】
　しかし、案内ローラ６及び電極７、定着液の液滴１０ａの３つの極性がたとえ同一の極
性であっても、案内ローラ６と電極７との間に発生させる電界の向きによって、定着液の
液滴１０ａが電極７と案内ローラ６との間に発生する電界の力を受けて、案内ローラ６側
へと移動してしまう場合がある。従って、案内ローラ６及び電極７、定着液の液滴１０ａ
の３つの極性を同一の極性とすることにより定着液の液滴１０ａを電極７側に移動させる
ためには、案内ローラ６と電極７に印加する電圧を調整することが必要となる。具体的に
は、電極７及び定着液の液滴１０ａの極性がプラスの場合、ＤＣ電源から案内ローラ６に
対して、電極７の電位よりも電位が高くなるようにプラスの電圧を印加することが必要で
ある。また、電極７及び定着液の液滴１０ａの極性がマイナスの場合には、ＤＣ電源から
案内ローラ６に対して、電極７の電位よりも電位が低くなるようにマイナスの電圧を印加
することが必要である。
【００４９】
　同様に、電極７が接地されている場合についても説明する。電極７が接地されている場
合には案内ローラ６と定着液の液滴１０ａの極性が同一の極性となるようにＤＣ電源から
案内ローラ６に対して電圧を印加する必要がある。なぜならば、案内ローラ６と定着液の
液滴１０ａが逆の極性の場合には、定着液の液滴１０ａは電極７と案内ローラ６との間で
、案内ローラ６側に移動する力を電界から受けてしまうためである。従って、電極７が接
地されている場合には、案内ローラ６と定着液の液滴１０ａの極性が同一の極性となるよ
うにＤＣ電源から案内ローラ６に対して電圧を印加すれば、この組み合わせを用いること
も可能である。
【００５０】
　次に、案内ローラ６と定着液の液滴１０ａとの極性の関係について説明する。本実施例
では、定着液帯電手段としてイオナイザ１２を用いることにより、定着液の液滴をマイナ
スに帯電させると共に、案内ローラ６が接地（アース）されている。つまり、案内ローラ
６と帯電した定着液の液滴１０ａとの間に電位差は生じているが、クーロン力は発生して
いない状態である。この理由は、定着液の液滴が案内ローラ６の表面に付着することを防
止するためである。定着液の液滴１０ａが案内ローラ６の表面に一度付着すると、案内ロ
ーラ６の回転により確実に板状の電極７との間に定着液の液滴１０ａを誘導することが可
能となるものの、電極７と案内ローラ６との間に発生する電界により定着液の液滴１０ａ
に作用する力に比べて案内ローラ６と定着液の液滴１０ａとの付着力が大きい場合がある
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。かかる場合には、案内ローラ６と付着した定着液の液滴１０ａが記録媒体３に担持され
たトナーへと付着することはなく、案内ローラ６に付着した状態のままとなる。従って、
案内ローラ６と帯電した定着液の液滴１０ａとの間には引き合うクーロン力（引力）を発
生させることは好ましくなく、引き合うクーロン力を発生させる場合であっても定着液の
液滴１０ａと案内ローラ６との付着力よりも、定着液の液滴１０ａに作用する電界から受
ける力が大きいことが必要である。
【００５１】
　これに対して、定着液の液滴１０ａの極性と案内ローラ６の極性とが同一の極性の場合
には、反発しあうクーロン力（斥力）が発生するため、定着液の液滴１０ａと案内ローラ
６とが噴霧箱２８内で付着してしまうおそれがない。従って、定着液の液滴１０ａの極性
と案内ローラ６の極性とが同一であっても良い。ただし、反発しあうクーロン力によって
案内ローラ６の表面近傍に定着液の液滴１０ａが到達できないおそれがあるため、反発し
合うクーロン力に関しても、可能な限り小さくすることが好ましい。すなわち、本実施例
の構成のように案内ローラ６が接地されていることが最も望ましい構成である。
【００５２】
　以上のことから、定着液の液滴１０ａが案内ローラ６と電極７との間に発生する電界の
作用を受けて電極７側へと移動するように、ＤＣ電源から案内ローラ６と電極７の少なく
とも一方に電圧を印加することが不可欠である。またその上で、案内ローラ６と定着の液
滴１０ａとの間にクーロン力を発生させない極性の関係が最も望ましい。さらに、電極７
の極性と記録媒体３に担持された未定着トナーの極性とが逆の極性であることが望ましい
。すなわち、マイナスの極性を有するトナーが一般的に用いられていることを考慮すると
、本実施例に示した極性の組み合わせが最適な構成である。
【００５３】
　ここで電極７、案内ローラ６、定着液の液滴１０ａそれぞれの極性の組み合わせについ
て、表１に具体的な構成を示す。
【００５４】
【表１】

【００５５】
　表１に示すように各種極性の組み合わせが考えられるため、各組み合わせについて以下
に説明する。はじめに、本実施例の極性の組み合わせ（表１の（１））とは逆の極性の組
み合わせの場合について説明する。具体的には電極７にマイナスの電圧を印加し、定着液
の液滴１０ａの極性をプラスとするように帯電させた構成である（表１の（７））。この
構成によると、プラスに帯電した定着液の液滴１０ａと接地された案内ローラ６との間に
はクーロン力（引力及び斥力）は発生せず、かつ、案内ローラ６との間に発生する電界か
ら力を受けて電極７側へと移動する関係を有するため、表１の（１）と同様に用いること
ができる構成である。但し、上記に説明したように一般的にマイナスの極性を有するトナ
ーが用いられていることを考慮すると、本実施例に示すように板状電極７にプラスの電圧
を印加する構成が望ましい。この構成によれば、記録媒体３に担持されたマイナスの極性
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を有する未定着トナーは、記録媒体を挟んで反対側にある板状のプラス電極７側にクーロ
ン力によって引っ張られ、例えば外部からの種々の衝撃（外力）によって未定着トナーが
飛び散ってしまうおそれを低減することが可能となるためである。
【００５６】
　次に、本実施例と極性の異なる組み合わせについても説明する。なお、上記に説明した
ようにそれぞれの極性を逆の極性とする構成（例えば表１の、（１）と（７））を採用し
ても、未定着トナーの極性さえ考慮しなければ同様の作用効果が得られるため、ここでは
電極７にプラスの電圧を印加した場合（表１の（１）から(６)）と、電極７を接地した場
合（表１の（１３）から（１８））についてのみ説明し、電極７にマイナスの電圧を印加
した場合（表１の（７）から（１２））については説明を省略する。
【００５７】
　表１の（２）の極性の組み合わせは、電極７がプラスの極性であって、案内ローラ６及
び定着液の液滴１０ａをマイナスの極性にした場合である。この組み合わせの場合には、
マイナスに帯電した定着液の液滴１０ａとマイナスの電圧が印加された案内ローラ６との
間には引き合うクーロン力（引力）は発生しない。また、定着液の液滴１０ａが電極７と
案内ローラ６との間に発生する電界から力を受けて電極７側へと移動する関係である。従
って、この極性の組み合わせを用いることも可能である。なお、表１の（１３）、（１４
）の組み合わせについても表１の（２）と同様の作用効果を得ることができるため説明は
省略する。
【００５８】
　次に表１の（３）の極性の組み合わせは、電極７、案内ローラ６、定着液の液滴１０ａ
をいずれもプラスの極性にした場合である。この組み合わせの場合には上記で説明したよ
うに、電極７の電位と案内ローラ６の電位との関係が重要である。なぜならば、定着液の
液滴１０ａが電界から受ける力によって電極７側に移動せずに案内ローラ６側へと移動す
る構成が考えられるためである。従って、電極７、案内ローラ６、定着液の液滴１０ａを
いずれもプラスの極性にした場合には、案内ローラ６の電位を、電極７よりも高い電位と
する構成にすることが不可欠である。従って、これらの組み合わせの場合には、電極７と
案内ローラ６との電位の関係が、定着液の液滴１０ａが電極７と案内ローラ６との間に発
生する電界から力を受けて電極７側へと移動するように、ＤＣ電源から電極７と案内ロー
ラ６に電圧を印加することが必要となる。
【００５９】
　また、表１の（４）の極性の組み合わせは、電極７、案内ローラ６をいずれもプラスの
極性にし、定着液の液滴１０ａをマイナスの極性にした場合である。この組み合わせの場
合には、電極７よりも案内ローラ６の電位を高くする必要がある。なぜならば、案内ロー
ラ６よりも電極７のほうが高い電位とした場合には、マイナスに帯電した定着液の液滴１
０ａは電界から受ける力により案内ローラ６側へと移動することになるためである。従っ
て、定着液の液滴１０ａが電極７と案内ローラ６との間に発生する電界から力を受けて電
極７側へと移動する関係となるように、電極７と案内ローラ６に電圧を印加することが必
要である。すなわち、電極７と案内ローラ６との電位の関係によってこの極性の組み合わ
せについても用いることが可能である。
【００６０】
　これに対して表１の（５）の極性の組み合わせは、電極７及び定着液の液滴１０ａがプ
ラスの極性であって、案内ローラ６を接地した場合である。この極性の組み合わせの場合
には、定着液の液滴１０ａが電極７と案内ローラ６との間で案内ローラ６側へと電界から
力を受ける。従って、定着液の液滴１０ａが記録媒体の未定着トナーへと付着しないため
、この構成は適用することができない。なお、表１の（６）、（１５）、（１６）につい
てもこれと同様の作用から適用することはできない。
【００６１】
　なお、表１の（１７）、（１８）の極性の組み合わせは、電極７と案内ローラ６を共に
接地するものであるが、電極７と案内ローラ６との間に電位差がなく、電界が発生しない
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ため、定着液の液滴１０ａが電極７と案内ローラ６との間に発生する電界から力を受けて
電極７側へと移動ことはない。従って、この組み合わせを用いることもできない。
【００６２】
　次に、記録媒体３と電極７との関係について説明する。記録媒体３が搬送ベルト４に静
電的に吸着するようにすることが望ましい。静電吸着させて案内ローラ６と電極７との間
に記録媒体３を搬送することにより、記録媒体３にしわやカールが発生することを抑制し
、定着部におけるジャムの発生や画像不良を防止することが可能となるためである。なお
、電極７に電圧を印加する場合には、搬送ベルト４と電極７を兼ねる部材とすることも可
能である。例えば搬送ローラなどの単一の部材に電圧を印加する場合が考えられる。この
構成によると、電極７と搬送ベルト４を併用する場合に比べて部材構成をより簡素化する
ことができる。
【００６３】
　また、案内ローラ６の回転方向を記録媒体３を搬送する方向αにのみ回転させることが
望ましい。なぜならば、記録媒体３を搬送する方向αに回転させると、案内ローラ６と電
極７との間において、搬送ベルト４の回転方向と案内ローラ６の回転方向が同じ方向にな
るためである。同じ方向にすることにより、案内ローラ６と電極７との間に定着液の液滴
１０ａを誘導する空気流が強められ、誘導効率を向上させることができる。
【００６４】
　また、本実施例では案内ローラ６を記録媒体３の搬送速度と等しい２００mm/secの速度
で回転させたが、決してこれに限られるものではない。案内ローラ６の表層に空気流を発
生させることを目的としており、その回転する速度は特に限定されるものではないためで
ある。すなわち、案内ローラ６の表層に、案内ローラ６の回転方向に向かう空気流が発生
するような速度であれば本実施例の作用効果を得ることができる。
【実施例２】
【００６５】
　次に実施例２について説明する。実施例２は、上記実施例１における案内ローラ６を、
中空の網状部材にした案内ローラ６ａで構成する定着装置である。図４は案内ローラ６ａ
の詳細を示した図であり、図５は案内ローラ６ａを用いた定着装置２ａを示した斜視図で
ある。尚、上記実施例１と同一の構成要素については説明を省略すると共に、同一の符号
を用いて説明する。
【００６６】
　電極間に発生する電界の強さは、電極間の距離を小さくするほど強くなる。しかし、上
記実施例１では電極７と案内ローラ６の電極間の距離が小さくなるほど電極間の流体抵抗
が大きくなるため、電極間に空気流が流れ込みにくい。そのため、実施例１における板状
電極７と案内ローラ６との電極間の最短距離ｄを小さくすればする程、噴霧箱２８内に浮
遊する定着液の液滴１０ａを電極間に効率良く誘導されなくなるため、定着不良を引き起
こす可能性がある。その一方で、電極間の最短距離ｄを大きくすると、電極間に発生する
電界が弱くなると共に電極間の流体抵抗が小さくなるため、電界内で定着液の液滴１０ａ
に作用する電界から受ける力よりも、電極間に流れ込む空気流の作用が支配的になり、定
着液の液滴と記録媒体３上の未定着トナーとの付着効率が低減する。これに対して、本実
施例２では記録媒体３に対して未定着トナーを担持する面側の電極を中空の網状部材の案
内ローラ６ａで構成することにより、電極間の距離ｄを上記実施例１と同一の距離、若し
くは上記実施例１よりも小さい距離にした状態で、定着液の液適１０ａを電極間に効率よ
く誘導することを可能とするものである。
【００６７】
　図４に示すように、中空の網状部材で構成された案内ローラ６ａはローラ軸方向の中央
部を網状部材３０の中空円筒部材で構成し、ローラ軸方向の両端をフランジ２９ａと２９
ｂによって固定したものである。なお、本実施例ではローラ軸方向両端のフランジ以外を
網状部材３０で構成しているが、網状で構成された部分は、少なくとも記録媒体の幅方向
に相当する長さがあれば良く、本実施例に限られるものではない。また、網状部材３０は
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金属等の導電性に優れた材料であれば良く、使用する定着液の種類や特性によって適宜決
定されるものである。本実施例では、ワイヤ２４を篭目状に編みこんだ網状部材を使用し
た場合について説明する。
【００６８】
　以下、中空の網状部材により構成された案内ローラ６ａを用いた場合の定着動作につい
て説明する。図５に記載された中空の網状部材により構成された案内ローラ６ａが回転す
ると、実施例1と同様にローラ表面に空気流が発生する。これにより噴霧箱２８内に浮遊
する、イオナイザ１２によってマイナスに帯電した定着液の液滴１０ａがプラスに印加さ
れた板状の電極７とマイナスに印加された案内ローラ６ａとの間に向かって誘導され、電
極７と案内ローラ６ａとの間で発生する電界の作用を受けて、定着液の液滴は電極７側に
移動する。そこで電極７と案内ローラ６ａとの間を通過する記録媒体３に担持された未定
着トナーへと付着する。この定着方法については上記実施例１と同様である。
【００６９】
　ここで、本実施例と上記実施例１との相違点について説明する。上記実施例１における
網状で構成されていない案内ローラ６を用いた場合には、電極間の最短距離ｄを１mm程度
に設定すると、電極間の流体抵抗が大きくなり、案内ローラ６の回転により発生する空気
流が電極間を通り抜けず、電極間よりも流体抵抗の小さい他の周辺部分へと定着液の液滴
１０ａが逃げていくことがわかった。これに対して中空の網状部材３０を有する案内ロー
ラ６ａを用いる本実施例２では、中空の網状部材３０を有する案内ローラ６ａの回転によ
り、電極間に向かって誘導されてきた定着液の液滴１０ａは網状部材３０の空洞部の作用
により、電極間距離ｄが小さくても、流体抵抗を小さく抑えられるため、電極間に定着液
の液滴１０ａを誘導することが可能となる。
【００７０】
　さらに図５に示すように、電極間に向かって誘導されてきた定着液の液滴１０ａのうち
、電極間に入り込まなかった定着液の液滴１０ａについても、網状部材３０の空洞部（中
空部材３０の構成要素であるワイヤ２４がない部分）から案内ローラ６ａの中空内部に入
り込み、かつ、プラスに印加された電極７に近い位置に浮遊する。従って、マイナスに帯
電している定着液の液滴１０ａは板状の電極７とのクーロン力により電極７側に引っ張ら
れる。この作用により定着液の液滴１０ａは再度案内ローラ６ａの空洞部を通過し、電極
７と案内ローラ６ａとの間に誘導されることになる。なお、上記実施例１と同様に電極７
や中空の網状部材を有する案内ローラ６ａ、イオナイザ１２により帯電する定着液の液滴
１０ａの極性の関係は、定着液の液滴１０ａが中空の網状部材を有する案内ローラ６ａと
電極７との間で発生している電界から力を受けて、記録媒体３に対して未定着トナーを担
持する面と反対側に位置する電極７へと移動するような構成であれば良い。具体的な極性
の組み合わせは、上記実施例１において説明した極性の組み合わせと同様であるため、こ
こでは説明を省略する。但し、上記実施例１と同様の理由により、案内ローラ６ａと定着
液の液滴１０ａとの間にクーロン力が発生しない構成とすることが最も望ましい。すなわ
ち、中空の網状部材を有する案内ローラ６ａを接地（アース）する構成が最も望ましい。
【００７１】
　図６は、案内ローラ６ａの中空内部に位置する定着液の液滴１０ａが記録媒体３に担持
された未定着トナーへと付着する原理を示した図である。図中空部材３０の構成要素であ
るそれぞれのワイヤ２４と板状の電極７との間では、ワイヤ２４の周りから回り込むよう
に電界が発生する。つまり、中空の網状部材３０の空洞部から電極間に飛び出してきた定
着液の液滴１０ａは、ワイヤ２４の表面から回り込むように板状電極７との間で発生する
電界の作用を受けて、加速して記録媒体３に担持された未定着トナーへと付着することに
なる。この作用により、網状部材３０の中空内部から電極間に飛び出してきた定着液の液
滴１０ａと、記録媒体３に担持された未定着トナーへとの付着効率をさらに向上させるこ
とが可能となる。つまり、中空の網状部材３０を用いた案内ローラ６ａにすることにより
、空気抵抗が小さく抑え、案内ローラ６ａの回転により発生する空気流に乗って電極間に
誘導される定着液の液滴１０ａの量を増大させることが可能となるのと共に、網状部材３
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０の中空内部に入り込んだ定着液の液滴１０ａについても電極７とのクーロン力により、
網状部材３０の空洞部から電極間に飛び出すため、電極間への誘導効率が上記実施例１よ
りも一段と向上する。以上の作用により上記実施例１と等しい、若しくはそれより小さい
電極間の距離ｄを保ちながらも、記録媒体３に担持された未定着トナーと定着液の液滴１
０ａとの付着効率を向上させることができる。
【００７２】
　尚、電極間の距離ｄは通紙する紙厚、紙種等によって適宜設定することが可能であるが
、記録媒体上の未定着トナーと接触することがなく、記録媒体にしわやカールを発生させ
ることがない程度のギャップ幅を適宜設定することが良い。本実施例では板状電極７と中
空の網状部材により構成された案内ローラ６ａとの最短距離が１ｍｍのギャップを設定し
た場合の実施例であるが、決してこれに限られるものではない。
【実施例３】
【００７３】
　実施例３は、上記実施例１及び２における噴霧器８とイオナイザ１２とを一体の構成に
し、定着液が噴霧器から噴霧される前に、イオナイザ等の帯電手段により定着液を帯電さ
せる構成を採用したものである。図７は、その一つの実施形態を示すものである。尚、上
記実施例１および２と同一の構成要素については同一の符号を使用する。
【００７４】
　図７は、噴霧器とイオナイザを一体の構成にしたものである。定着液保持部材４２には
、定着液１０と発振子９が内包されており、上記実施例１と同様に発振子９へ高周波の交
番電流を印加することにより定着液の微小な液滴１０ａ（以下、単に「定着液の液滴１０
ａ」）が、定着液１０の表面上に生成される。尚、定着液の液滴１０ａとは、直径が１６
μｍ以下の液滴であり、上記実施例１において示した方法と同様の方法により生成したも
のである。
【００７５】
　定着液１０の表面上に生成された定着液の微小な液滴は、ポンプ４３により発生させた
空気流に乗って搬送路４５へと送られる。本実施例では、その際にイオナイザ４４の作用
により、定着液の微小な液滴をマイナスに帯電させる。すなわち、定着装置２に搬送され
てくる記録媒体３の幅方向に配置された搬送路４５には、帯電した定着液の液滴が内包さ
れ、搬送路４５の下面に設けられたスリットから既に帯電された定着液の液滴が噴霧箱２
８内に噴霧される。この構成によると、上記実施例１及び２に比べて定着液の液滴１０ａ
を確実に帯電させ、噴霧箱２８内に噴霧することが可能となるため、電界から力を受けず
に記録媒体３に担持された未定着トナーへと付着しない定着液の液滴１０ａを低減するこ
とができる。
【００７６】
　また、図８は定着液保持部材４２を導電性の部材から構成し、定着液保持部材４２に高
電圧を印加することにより、定着液保持部材４２に内包された定着液１０を定着液保持部
材４２と同電位に帯電させるものである。この方法によればイオナイザを用いる必要がな
いため、定着装置の構成をより簡素化することが可能となる。
【００７７】
　このように、定着液の液滴１０ａを生成して噴霧する場合に、帯電させるタイミングは
液滴を生成する前であっても、液滴を生成した後であっても良い。
【００７８】
　尚、図７、８では上記実施例２における中空の網状部材で構成された案内ローラ６ａと
組み合わせたものが記載されているが、これに限られるものではなく、実施例１における
案内ローラ６との組み合わせや、ベルトその他の回転する電極との組み合わせであっても
良い。
【実施例４】
【００７９】
　実施例４は縦搬送方式を採用した画像形成装置の定着部に本発明の定着装置を搭載した
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ものである。図９は、縦搬送方式の画像形成装置１００の全体構成を示す図である。尚、
画像形成部については上記実施例１，２，３と同様な構成であるため、説明を省略すると
共に、同一の符号を付してある。
【００８０】
　給紙カセット３１からピックアップローラ３２によって一枚に捌かれた記録媒体３は、
３４のレジストローラにあたり一旦停止する。ここで紙のスキューを補正し、タイミング
を合わせて転写ローラ３７へと搬送される。本実施例は中間転写ベルト３８を使用したも
のであるため、各色トナー像は感光体１４から一度中間転写ベルト３８に転写され、転写
ローラ３７によって記録媒体３へと未定着トナーが二次転写される。その後、定着装置２
内へと搬送される。
【００８１】
　実施例４も上記実施例と同様に、商用電源等から案内ローラ６と電極７との間に発生さ
せた電界の作用により定着液の液滴１０ａを記録媒体３に担持された未定着トナーへと付
着させる構成をしている。従って上記実施例と同様に、定着装置２内に搬送されてきた記
録媒体３は未定着トナーを担持する面と反対側に位置する電極７に引き寄せられ、静電的
に吸着して搬送されることから、縦搬送であっても確実に定着装置２外へと搬送可能であ
り、静電吸着により記録媒体３のしわ及びカールの発生を抑制する効果もある。なお、噴
霧器８により生成され噴霧される定着液の液滴１０ａは１６ミクロン以下の径であるため
、縦搬送方式の画像形成装置１００に適用した場合であっても、定着装置２の下部から画
像形成装置１００内に漏れることはなく、液滴は噴霧箱２８内で浮遊し充満させることが
可能である。本発明における定着装置２は、記録媒体の吸着搬送が可能である特性と、定
着液の液滴１０ａが微小である特性とを有するため、横搬送方式を採用した画像形成装置
に限らず、縦搬送方式の画像形成装置１００においても適用が容易である。
【００８２】
　また、図９には定着装置２に対して記録媒体３の搬送方向下流側に押圧ローラ３５が配
置されている。この押圧ローラ３５は、定着液によって軟化したトナーを押しつぶすため
のものであって、記録媒体３と接するローラ表面は離型性の優れたフッ素樹脂により構成
されている。この押圧ローラ３５により軟化したトナーが均一につぶされ、アンカリング
効果による定着性と共に光沢性の向上を図ることができる。なお、押圧ローラ３５を省く
構成とすることも可能である。
【図面の簡単な説明】
【００８３】
【図１】本願発明にかかる定着装置を適用した画像形成装置を示した全体構成図である。
【図２】図１の画像形成部の詳細図である。
【図３】図１の定着装置を示した詳細図（第一の実施例）である。
【図４】本願発明にかかる中空の網状部材で構成された案内ローラの斜視図である。
【図５】本願発明にかかる定着装置の第二の実施例を示した詳細図である。
【図６】図５に示す第二の実施例において定着液の液滴が受ける力について示した詳細図
である。
【図７】本願発明にかかる定着装置の第３の実施例である。
【図８】本願発明にかかる定着装置の第４の実施例である。
【図９】本発明にかかる定着装置を適用した縦搬送方式を採用した画像形成装置全体構成
図である。
【符号の説明】
【００８４】
　１　　定着装置
　２　　画像形成部
　３　　記録媒体
　４　　搬送ベルト
　５ａ、５ｂ　　搬送ベルトのテンションローラ
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　６　　マイナス電極（案内ローラ）
　６ａ　　網状のマイナス電極（案内ローラ）
　７　　プラス電極（板状）
　８　　噴霧器
　９　　発振子
　１０　　定着液
　１０ａ　　定着液の液滴
　１１　　ポンプ
　１２　　イオナイザ
　１３　　マイナスの空気イオン
　１４　　感光体
　１５　　帯電器
　１６　　現像装置
　１７　　転写装置
　１８　　クリーニングブレード
　１９　　除電ランプ
　２０　　露光装置
　２１　　現像スリーブ
　２２　　キャリア
　２３　　転写ベルト
　２３ａ、２３ｂ　　転写ベルトのテンションローラ
　２４　　網状部材のワイヤ
　２５　　ＤＣ電源
　２８　　噴霧箱
　２９ａ、２９ｂ　　フランジ
　３０　　網状部材
　３１　　給紙カセット
　３２　　ピックアップローラ
　３４　　レジストローラ
　３５　　押圧ローラ
　３６　　排紙ローラ
　３７　　転写ローラ
　３８　　中間転写ベルト
　３９　　ボトルトナー
　４２　　定着液保持部材
　４３　　ポンプ
　４４　　イオナイザ
　４５　　搬送路
　ｄ　　マイナス電極（案内ローラ）と記録媒体との最短距離
　α　　記録媒体の搬送方向
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